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第　38 期

中 間 事 業 報 告 書決 算 期

定 時 株 主 総 会

基 準 日

配当金受領株主確定日

公 告 掲 載 新 聞

１単元の株式の数

株 式 名 義 書 換

名義書換代理人

同 事 務 取 扱 所

郵 便 物 送 付 先
電 話 照 会 先

同 取 次 所

3月31日

6月下旬

3月31日

その他必要があるときは、あらかじめ公

告のうえ基準日を定めます。

利益配当金　3月31日

中間配当を行うときの確定日は9月30日

日本経済新聞

500株（平成15年1月から100株に変更）

東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168－0063）

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

電話　（03）3323－7111（大代表）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

（お知らせ）
平成15年1月6日（月曜日）付をもって、当社の1単元の株式の数は500

株から100株に変更され、取引所における売買単位も100株になります。

株主メモ

平成14年4月 1日から
平成14年9月30日まで

〔 〕
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株主の皆様へ 業 績 の 推 移

営 業 の 概 況

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

平素は、格別のご支援を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社の第38期上半期（平成14年4月1日から平成14年9月30日まで）が終

了いたしましたので、営業の概況についてご報告申しあげます。

当中間期におけるわが国経済は、米国経済の回復による輸出の増加などから一
時的には持ち直しかけたものの、デフレの進行や株価の下落に加え、設備投資の
低迷や個人消費の伸び悩みなど国内需要に回復の兆しは見られず、総じて厳しい
状況のまま推移いたしました。
このような状況のなか、当社グループは売上規模の拡大もさることながら、利

益重視を第一義とした受注高確保を最重点の課題として取り組んでまいりまし
た。具体的には、意思決定のスピード化と機動力の発揮を目的とした組織変更や
利益管理体制の強化などの抜本的な見直しを実施いたしました。
その結果、受注高は前年同期比34.0％減の13,339百万円、売上高は前年同期比

17.8％減の10,838百万円となりました。一方、利益につきましては、経常損失は
前年同期比75.1％減の294百万円、中間損失は前年同期比83.7％減の181百万円と
大幅な改善を図ることができました。
今後の経済見通しにつきましては、不透明感の深まる米国経済の影響、不良債

権問題の処理促進に伴い過剰債務に苦しむ不振企業の倒産の増加懸念や株価低迷
など、先行きへの不安から国内の雇用情勢や個人消費の動向は依然として足踏み
状態にあり、引き続き厳しい経営環境が続くものと予想されます。
このような環境に対処するため、当社は営業部門の強化・充実を図り、徹底し

たコスト低減と業務見直しによる経費削減を強力に推進することにより、収益力
のさらなる向上を図ってまいります。
また当社グループは、あすなろ建設（平成14年10月小松建設工業から社名変更）
に加え、平成14年7月に子会社化した青木建設ならびに同社の子会社である青木
マリーンの4社を基幹として、平成14年10月新しくGWA（Green Wood Alliance）
を結成いたしました。今後は、当社にとどまらず、GWA全体の企業収益の向上
と発展を目指して鋭意取り組んでまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご理解とご支援を賜ります

ようお願い申しあげます。

平成14年12月
代表取締役社長 � 松　孝　育

会 社 の 概 況

期　別

項　目

当 中 間 期
平成14年4月1日から
平成14年9月30日まで

売 上 高

経 常 利 益

中間（当期）利益

総 資 産

純 資 産

10,838

△ 294

△ 181

35,184

22,454

13,182

△ 1,182

△ 1,118

35,651

23,097

38,112

841

106

34,600

22,910

（ ）
前 中 間 期

平成13年4月1日から
平成13年9月30日まで（ ）

前 期
平成13年4月1日から
平成14年3月31日まで（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

主要な事業内容：

株 式 の 状 況：

①土木建築工事の設計および監理ならびに施工請負
②宅地建物取引業
①会社が発行する株式の総数 52,800,000株
②発行済株式の総数 19,440,000株
③株主数 1,416名

（平成14年9月30日現在）

代表取締役会長
代表取締役社長
代表取締役副社長
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役

� 松 孝 之
� 松 孝 育
久 保 棟 男
奥 嶋 　 保
辻 本 幸 男
中 西 達 雄
江 村 秀 穂
神戸川　昌　司
石 本 正 親

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

番匠谷　敏　雄
井 川 清 茂
山 本 　 生
刀 根 健 一
蜂 谷 道 生
宮 永 文 夫
杉　上　七三夫
後 藤 　 茂
中　島　修之輔

役 員（平成14年9月30日現在）
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中間貸借対照表（平成14年9月30日現在） 中間損益計算書（平成14年4月1日から平成14年9月30日まで）

負債及び資本合計

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間未処分利益

（うち中間損失）

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

12,730

2,418

1,854

19,509

290

19,077

141

（181）

△ 1,225

△ 81

△ 19

22,454

35,184

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未成工事受入金

賞 与 引 当 金

完成工事補償引当金

その他流動負債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

その他固定負債

10,432

3,545

477

6

5,599

505

9

289

2,298

1,526

651

119

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

有 価 証 券

販 売 用 不 動 産

未成工事支出金

繰 延 税 金 資 産

その他流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

その他有形固定資産

無 形 固 定 資 産

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

科　　　目 金　　額

資 産 合 計 35,184

20,609

8,880

889

2,375

20

2,203

5,427

237

589

△ 14

14,575

6,560

2,276

4,162

121

47

7,967

1,769

4,456

694

887

193

△ 35

科　　　目 金　　額

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 経 常 損 益 の 部 ）
営 業 損 益
売 上 高
完 成 工 事 高

不 動 産 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価

不動産事業売上原価

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益

不 動 産 事 業 総 利 益

販売費及び一般管理費
営 業 損 失

営 業 外 損 益
営 業 外 収 益
受 取 利 息

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息

販売用不動産評価損

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 損 失
（ 特 別 損 益 の 部 ）
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 中 間 損 失
法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 損 失
前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

10,618

220

8,692

126

1,925

93

5

57

62

51

0

10,838

8,818

2,019

2,262
243

62

113

294

6
40
328
3

△ 150

181
323

141

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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本社・大阪本店

東 京 本 店

千 葉 支 店

埼 玉 支 店

横 浜 支 店

名 古 屋 支 店

京都営業支店
南大阪営業支店
八千代営業所
松 戸 営 業 所
朝 霞 営 業 所
川 崎 営 業 所
相模原営業所

大阪府大阪市淀川区新北野1丁目2番3号
〒532-0025 TEL 06（6307）8101

東京都中央区銀座7丁目12番7号
〒104-0061 TEL 03（3544）8101

千葉県船橋市本町2丁目27番25号　太陽生命船橋ビル
〒273-0005 TEL 047（432）2101

埼玉県さいたま市吉敷町1丁目41番地　明治生命大宮吉敷町ビル
〒330-0843 TEL 048（649）8301

神奈川県横浜市西区北幸1丁目11番7号　日本生命横浜西口ビル
〒220-0004 TEL 045（322）8101

愛知県名古屋市中村区名駅4丁目26番22号　名駅ビル
〒450-0002 TEL 052（541）8101

（平成14年11月1日現在）

中間連結貸借対照表（要旨）

事 業 所

TEL 075（231）8018
TEL 072（227）8861
TEL 047（458）2101
TEL 047（312）3101
TEL 048（458）7101
TEL 044（850）9551
TEL 042（770）8101

東大阪営業支店
神戸営業支店
柏 営 業 所
三 郷 営 業 所
調 布 営 業 所
港 北 営 業 所

TEL 0729（62）6677
TEL 078（333）8101
TEL 04（7166）8101
TEL 048（959）8101
TEL 0424（40）3161
TEL 045（478）4101

（平成14年9月30日現在）

（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 等

科　　　目 金　　額

資 産 合 計 195,200

負 債 合 計 167,479

少 数 株 主 持 分 4,791

（ 資 本 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
土地再評価差額金
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式

2,418
1,854
19,985
△1,225
△ 81
△ 19

資 本 合 計 22,929

負債、少数株主持分及び資本合計 195,200

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
固 定 負 債

108,048
59,431

146,596
48,604
15,010
386

33,207

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結損益計算書（要旨）
（平成14年4月1日から平成14年9月30日まで）

（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間純損失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

中 間 純 損 失

科　　　目 金　　額

27,687

24,094

3,593

3,896

303

46

280

537

16

106

627

131

△ 350

96

312

企業集団の状況（平成14年11月1日現在）

連 結 子 会 社：

非連結子会社：

株式会社日本建商（本店所在地：大阪府）
株式会社日本建商（本店所在地：東京都）
やまと建設株式会社（本店所在地：大阪府）
やまと建設株式会社（本店所在地：東京都）
あすなろ建設株式会社（東証1部上場）
あすなろ道路株式会社
株式会社青木建設
青木マリーン株式会社（大証2部上場）
大仁建設株式会社
大和工業株式会社
日本オーナーズクレジット株式会社

当社グループは、�松建設、あすなろ建設、青木建設および青木マリーンとい
う中核をなす4社とも樹木に関連する社名であり、また建設業は図らずも自然環境
を破壊する仕事に携わっているため、自然や環境を大切にしたいという気持ちを
込めて、平成14年10月1日付でGWA（Green Wood Alliance）を結成いたしました。
今後はグループを形成している12社が連携して、それぞれの得意分野を生かし

ながら、相互補完を図り、真に競争力のある企業グループの構築を目指してまい
ります。

GWA（Green Wood Alliance）について


